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∗  王健（東京大学大学院経済学研究科助手） ・清川雪彦（一橋大学経済研究所教授） 。なお本
研究は Hi-stat COE マクロ・歴史統計班の研究の一部を構成するものである。 
1  なお民間統計、すなわち「業界団体や民間の研究機関やジャーナリズム、研究者など非政
府系組織により収集整理された統計」に関しては、その存在や所在に関する情報が更に不
十分なため、ここでは政府統計の一部とそれらに関する組織に限定して議論を展開したい。   2



























Ⅱ  政府統計機構 
 
1  清末民初の政府統計機構   
1－1  清末：統計機構の新設 






























                                                  
3  憲政編査館は庶務処や考核科の他、編制局、統計局、官報局の 3 局を持つ。その際統計局
の業務は、例えば＜各部院，各省应就其所管之事，详细列表，按期咨送臣馆，臣馆总汇各
表，即以推知国家现势之如何＞として企画されている（劉叔鶴[1990、322 頁]を参照） 。 
4  呉大鈞[1932]は、民政部統計処は調査科・編制科 2 科により構成されるが、郵伝部では
総務や道路、郵便など業務 5 科があると指摘している。 
5  ここでの司、道、府、州など地方行政制度に関しては、県と同じように理解してよい。清
朝の地方行政制度、 例えば省や司、 道、 府、 州、 県の行政組織についての詳細は、 程幸超[1992]
を参照。 1911 年、 省での調査局は統計局として改組されたこともある。 また予算としては、
例えば 1911 年広西省調査局の予算は、銀 100,500 両である（広西壮族自治区統計局（編）
[1989]） 。 
6  例えば、戸口調査による人口数は、1844（道光 24）年、1901（光緒 27）年はそれぞれ
419,441,336 人と 426,447,325 人との記録がある。 






























られる。農工商部においては、1907・08（光緒 33・34）年にそれぞれ第 1 次、第 2 次統計
表が作成された。また郵伝部は 1907 年第 1 次交通統計表を、4 年後の 1911（宣統 3）年に
は第 2 次交通統計表を公表した。その中には郵政統計も含まれる。つまり 1897（光緒 23）
年に郵政局は既に設けられていたが、同局の統計は、この時期になりようやく海関貿易統
計から切り離されるようになったのである。また学部総務司は、1907 年から 1909 年まで 
  憲政編査館
(1907-11 年) 
第 2 次交通統計表(1911 年) 
民政部統計処→「調査戸口章程」(1908 年)→1910 年人口調査 
[その他：海関貿易統計(1859 年～)] 
郵伝部統計処-----e.g.第 1 次交通統計表(1907) 
農工商部統計処-----e.g.第 1 次農工商部統計表(1907) 
















内務統計 76種 72種 203種
実業統計 53 38 110
財政統計 90 88 59
教育統計 67 40 3
司法統計 60 41 27
















の教育統計図表を 3 回作成している。さらに民政部は、1908（光緒 34）年＜調査戸口章程




識されるようになると共に、 統計の知識も広く普及し始めたことが様々な事実から窺える9。  
 
1－2  北洋政府：清末制度の継承とその挫折       
  民国初期の北京北洋政府は行政の安定性が乏しく、中央行政各部の内部組織間の調整も
頻繁に行われた。しかしながら 1912（民国元）年には、新設された中央各部に、清末期の
制度を継承した専門統計機構が設けられている。 当初設立された 10 部 （内務、 財政、 農林、
工商、教育、交通、外交、司法、陸軍、海軍）の総務庁には統計科が庶務科や文書科など
と並んで存在した。その後官制の修正や行政の整理などが起こり、統計機構にも様々な変
化が生じた。例えば 1914（民国 3）年、農林・工商 2 部を合併して新しく出来た農商部に
も統計科が設置されたことが確認できる。また財政部統計科は、1913（民国 2）年になく
なったが、民国 4 年に復活している。司法部の統計科は、1915（民国 4）年に統計処とな
る。これらにより、1912 年以降の北洋政府期の主な行政部門においては、規模の差はある
                                                  
8  王士達[c1933]では＜調査戸口章程＞の詳細や宣統年間の人口調査の実態などが詳しく記
述されており、大変有用である。 
9  代表例として例えば、日本の横山雅男の『統計講義録』 、 『統計通論』などは、それぞれ
1903 年、 1907 年に中国語に翻訳された。 また中国人学者の手によって編纂された最初の教
科書『統計学』 、 『統計学綱領』なども、1907 年や 1909 年頃に出版されている（李恵村・







例えばこれまでに我々が確認できている限りでは（表 1 を参照） 、内務部による内務統計は
土地、人口、選挙、宗教、警察、土木、衛生、救済の 8 類に分けられ、所定の地方表式の
数は 203 にのぼる。また財政部の財政統計では、規定された地方表式の数は 59 にのぼり、












                                                  
10  民国初期の統計機構の設置状況を、年代に沿って確認することは容易ではない。当時の
状況については、呉大鈞[1932]が大いに参考となる。なお本節の記述は主として、銭実甫
[1984]や、民国 6 年の＜成立各省財政庁内統計専科＞（蔡鴻源（主編）[1999、7 巻]、民国
4 年の＜司法部統計処覆核表冊辦法＞（蔡鴻源（主編）[1999、10 巻]）などの資料によっ
ている。 






12  詳しくは民国 2 年 7 月の＜内務部統計表編成暫行規則  附表式＞や、民国 2 年 1 月の＜
財政統計調査報告暫行通則及表式解説＞（蔡鴻源（主編）[1999、16 巻]） 、民国 3 年の＜試
辦教育統計規則＞（蔡鴻源（主編）[1999、17 巻]） 、民国 4 年の＜県治戸口編査規則＞と＜
警察庁戸口調査規則＞（蔡鴻源（主編）[1999、13 巻]） 、さらに＜直省農林統計報告書暫定
規定＞（ 『政府公報  民国 2 年 4 月份』 ）や＜工商統計調査通則＞（ 『政府公報  民国元年 11





2  国民政府の統計組織     
2－1  主計制度下の統計組織とその特徴   
  1927（民国 16）年、南京国民政府が成立するとともに、次第に政治は安定に向った。そ
れに伴い行政機構の整備が進展し、中央の各行政部門も統計事業をこれまで以上に重要視









る。それゆえ統計は、歳計・会計と並び主計制度を構成する 3 大業務の 1 つである15。 





局の主たる業務であった。 なお＜主計処処務規定＞により統計局には、 5 つの科が設けられ、
図 2 に示されるごとく、 統計局は中国最高の総合的統計機構としての地位を得たのである。 
                                                  






14  その詳細は例えば、民国 17 年の内政部＜戸口調査統計報告規則（附表式）＞や、民国




15  朱君毅[1988]では主計制度がやや詳しく解説されている。  8















つの統計調査機構と、 さらに教育部や交通部などの統計業務に専従する 5 つの科を除くと、
正式な専門調査機関はほぼ見当らないのである。さらに省（市）の地方政府では、統計機
構の整備が一層不十分であった。 すなわち報告のあった 20 省 （市） に関する情報によれば、
省（市）政府秘書処に統計股（係に相当する部処、以下同じ）は 3 箇所、また民政、財政、
教育、 建設など省政府の主要業務 4 庁に統計股は 18 箇所、 全体としても 21 箇所しかなく、
省当りは 1 箇所ほどにすぎない。しかも専門機構の数が少ないだけでなく、その業務内容
や集計方法も統一されていなかったと思われる。また統計職員（専門機関以外をも含む）
は合計 190 人しかいなかったから、各省の平均は 9.5 人にすぎなかった計算となる17。この
ように 1930 年代初頭、地方統計機構の整備は、いかに遅れていたかが窺われよう。 
 
2－2  1930 年代の地方統計組織 
                                                  
16  ここでの記述は主に以下の法規による。民国 19 年の＜国民政府主計処組織法＞、民国
20 年の＜国民政府主計処処務規定＞および＜国民政府主計処辦理各機関会計、統計人員暫
行規定＞、 民国 21 の＜統計法＞などである。 詳しくは国民政府主計処統計局[1933]を参照。
また＜統計法＞を施行するための＜統計法施行細則＞は民国 23 年に公布され、その内容は
民国 36 年の『統計月報』第 117・118 巻に見られる。さらに、呉大鈞[1935]は統計局の業
務やその権限などについて詳しく述べており、参考となる。 









また内政部の統計司は、 1931 年の内政部組織法およびその分科規則により 3 科に分かれ、
様々な統計事務を司ることとなった。1935 年、統計司は統計処として再編され、職員数も
定員数下限の 36 名が配置され、新設の技術室は、統計手法の研究や表式の改善などを所管
することとなった（表 2 および図 2 を参照のこと） 。その他、1931 年の実業部組織法の規
程により、実業部の統計科は統計の編成整理に従事したが、工業や商業、鉱業、労工など
特定の調査・統計事項に関しては、それぞれ工業、商業、鉱業、労工などの業務各司にお




 表 2 には、 1936 年時点の統計組織の機構名や職員数などが示されている。 それによれば、












                                                  
18  ここで指摘した様々な法規に関しては、＜内政部統計処組織規程＞は『統計季報』 （第 4







最低 最高 Ⅰ（12省) Ⅱ(6省)
実業部 統計処 49 [22] [46] 秘書処 6.75 12.17 154 6
内政部 統計処 36 36 70 民政庁 2.58 ---- 31 5
交通部 統計室 12 15 21 財政庁 3.58 ---- 43 2
教育部 統計室 8 11 17 建設庁 2.25 ---- 27 4
立法院 統計室 10 10 19 教育庁 2.33 ---- 28 5
行政院 統計室 6 8 12 その他 2.33 ---- 28 7


















1936 年の省当りの専門職員数は、平均 17 人前後となる（18 省の統計職員数計 311 人の平







  より詳しく見ると、 第Ⅰ類に属する 12 省については、 10 省が秘書処で統計室や統計股を
設けており、他の 2 省に関しては秘書処編製股および秘書処第 4 科がその担当部所であっ
た。しかし民政、財政、建設、教育などの主要業務 4 庁の計 48 箇所の行政機関では、専門
職員未配置の 8 箇所の他、統計股や統計室のような統計機構は 2７箇所あり、他の 13 箇所 
 
                                                  
19  民国22年の＜地方行政機関統計組織暫行規則＞は国民政府主計処統計局[1933]に見られ



































するデータのある 6 省のほか四川・寧夏 2 省を含む）は、すべて省政府秘書処統計室とい
 










(他に立法院・行政院など 20 機関に統計室) 
(1)中央政府統計機構 
第 4 科：政治司法統計 
(2)地方政府統計機構 




第 1 科：人口および社会統計 
第 2 科：第 1 次産業統計 
第 3 科：その他の経済統計 




第 2 科：民政・警政統計 
第 3 科：総務 
研究室 
第 2 科：工・商・物価など経済統計 












  例えば、 統計職員 29 人を有する江蘇省では22、 省政府の統計委員会は 1934 年に成立し、











計職員の設置は見られなかった。1935 年 4 月省政府は、＜地方行政機関統計組織暫行規則
＞および後の行政院の＜解釈要点＞に従い23、 各県政府に専任の統計職員を設置せよと命じ
た。1937 年の 1 月時点で江蘇省 61 県のなかには 67 人の統計職員が見られるが故、統計機
                                                  
20  そのほかに例外もある。例えば広西省は、1932 年から省政府に統計局を設置し、省全体
の統計事務を所管させた（広西壮族自治区統計局（編）[1989]） 。また、広東省は秘書処や
財政庁に統計股を持つほか、省総合の統計機構として調査統計局を設け、職員 38 人年経費
6 万元以上の体制を持っていた（[『統計月報』編集委員会][1937b]） 。 
21  詳しくは衛士生[1935a][1935b]を参照されたい。 
22  ここでの議論は特に指摘しない限り、[『統計月報』編集委員会][1934]  や[『統計月報』
編集委員会][1937c][1937d]などによる。 
















削減などで組織は縮小し、 調査機構の業務機能の弱体化が余儀なくされた。 1940 年代後半、
全国統計組織の整備は新たに進み、1947 年県（市）の統計室は 852 箇所、全国の統計職員


















25  一般的には、 各省政府統計委員会規則の中に、 省統計の作り方の原則が定められている。
また例えば河南省や広東省では、各県政府調査統計条例など様々な地方統計法規を作った。
詳しくは『実業統計』 （第 3 巻第１号、1935 年 6 月）などを参照されたい。 






























                                                  
27 『全国物価統計表』は、全国の 31 箇所にある商会の調査報告により編纂された（戦前中
国の物価指数に関しては、南亮進[2004、第 10 章]を参照されたい） 。また『全国統計総報
告』や『中華民国統計提要』については、行政院新聞局編[1947]を参照。更には『財政年鑑』








る。また 31 か条からなる＜県治戸口編査規則＞（1915 年）では、まず牌（10 戸）と甲（10
牌）といった組織を編成し、牌長と甲長は、戸口調査に責任を持つものと定められている。
すなわちここには、行政末端の戸籍管理や登記制度を整備・充実することにより、正確な










年度のデータによって集計された。なお 1912 年からの 38 年間に全国人口数に関して政府











                                                  
29  その具体的な数字や出所等は楊子慧（主編）[1996]にある。また最近の人口推計につい
ては、南亮進[2004、第 2 章]を参照されたい。 








『農商統計表』は、1912 年から 21 年までの時期をカヴァー出来るが、データの質が悪
いため、その評価は極めて低い31。一方、表 1 にも示されているように、農林統計関係の表
式 49 種およびそれと関連する様々な調査規定が、1913（民国 2）年に各省の実業司・勧業
道宛てに出されたのである。そこでは例えば、農産物は穀物、果物、蔬菜、豆、繊維、製
糖原料、煙草、薬材の 8 種類、畜産物は馬・騾驢、牛、羊、豚、家畜の 5 種類に分類され












                                                                                                                                                  






32  ただしこの分類は、実際の『中華民国 3 年  農商統計表』での農産物分類とはやや異な
る。 
33  民国 7 年の＜全国農商統計調査報告規則＞には、調査表式は工場や銀行用の調査表、市
鎮郷農林魚牧調査表、市鎮郷工産物調査簿、県農商統計調査表、省農商統計調査表などの 5
種類がある。そのほか市鎮郷、県、省各レベルでの調査についても詳しく規定されている。
詳しくは農商部参事庁[1925]を参照のこと。 また民国 4 年の＜辦理農商統計調査報告総説明





























                                                  
34 1930 年代中頃の実業統計の収集組織やその成立経緯、 とりわけ各省の統計専門機関の業
務内容などについては、陳炳權[1935]や衛士生[1935a][1935b]を参照されたい。また 1933
年の＜実業部全国実業統計暫行規則＞などは、 『実業統計』 （第 1 巻、第 5・6 号）に見られ
る。 
35  実業部中央農業試験所の『農情報告』を利用した農業生産高の推計作業としては、南亮






集計は農商部統計科が行う。工場調査は自記式で行い、各工場は 6 種類計 45 業種に細別さ






















され、30 年代に入ってからは 5 つの省しか調査できなかったものの、 『全国実業誌』が実業
部より出版された。また 1934 年から 36 年までに同じ実業部により『中国経済年鑑』が毎
年公表された。なお＜実業部全国実業統計暫行規則＞に基づく工業統計には、国営や民営
の工場、工業原料や生産品統計など計 25 種が含まれている。更に、1933 年から正式に行

































様々な規則や法律など統計制度全般が急速に立ち上がって来た。 かくして 1930 年代の中頃
                                                  
37 1935 年実業部は、各省からの報告に基づき、＜重要工業工廠統計＞、＜重要都市工廠統
計＞など計 6 種類の統計を編纂していることが分かる（衛士生[1935b]） 。また戦前中国の
工業推計に関する最近の研究としては、 久保亨 ・ 関権 ・ 牧野文夫[2000]などを参照されたい。  20
には、中国の統計機構が機能し始め、制度的にも一応できあがったといってよい。 




































衛士生[1935a]「中国実業調査及統計工作状況」 『実業統計』第 3 巻第 4 号（8 月） 。 




華民国期の経済統計：評価と推計』 （COE 中国部会ワークショップ報告論文集） 。 
黄厚端[1934]「内政部統計機関之組織及事業」 『実業統計』第 2 巻第 5 号（10 月） 。 
黄鐘[1933]「評民国 17 年我国人口調査的方法」 『統計月報』第 14 号（11・12 月） 。 
国民政府主計処統計局[1933]『関于統計各種法規摘要』同局。 
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